

































































































































































































































































埋立 堆肥 焼却 埋立 堆肥 焼却
全 国 15,805 77.9 628 498 11 104 387,607 289,957 5,480 84,940
広 東 1,939 72.1 41 25 0 16 33,956 22,213 0 11,743
江 蘇 1,017 93.6 44 30 0 14 37,637 16,438 ― 15,192
山 東 992 91.9 55 46 0 8 35,225 26,425 0 8,200
浙 江 959 98.3 52 30 0 22 33,323 9,869 ― 16,885
遼 寧 837 70.9 25 24 1 0 17,247 5,750 600 ―
黒龍江 782 40.4 20 17 ― 2 10,969 16,647 ― 500
上 海 732 81.9 12 4 2 3 10,545 11,400 520 2,575
湖 北 711 61.4 23 21 ― 1 12,800 17,616 ― 1,000
四 川 656 86.9 30 23 ― 5 16,974 4,456 ― 2,340
北 京 633 97.0 20 15 3 2 16,680 13,334 2,400 2,200
河 北 589 69.8 26 20 ― 4 13,614 12,080 ― 2,450
河 南 505 82.6 38 35 1 2 20,416 10,064 400 2,400





































































































年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010



















地域 中山区 西岡区 沙河口区 甘井子区 旅順区 金州区 新城区 普蘭店市 瓦房店市 庄河市 長海県 合計




区域 生ごみ 無機物質 資源物 有害ごみ 混合ごみ 含水率
Ａブロック
主要市部 37.36 5.59 34.80 0.23 21.30 57.27
旅順口区 41.38 6.84 26.02 0.16 25.60 56.39
金 州 区 40.37 6.04 25.08 0.39 28.12 54.91
新 市 部 33.46 4.07 40.25 0.28 21.94 52.33
Ｂブロック
普蘭店市 42.31 10.88 18.50 0.09 28.22 50.97
瓦房店市 41.69 11.34 20.39 0.31 26.27 52.14
庄 河 市 42.17 15.82 17.28 0.78 23.95 51.66
長 海 県 43.57 16.91 15.59 1.88 22.04 50.52






































































数 値 55.47 14.49 8.20 12.09 2.38 0.61 4.03 1.47 1.26




生ごみ 資 源 物 無機物質 その他
厨 芥 紙 類
廃プラ
など








数 値 14.5 43.2 21.1 5.7 1.0 0.2 0.5 1.7 12.1
合 計 14.5 71.2 2.2 12.1
出所：財団法人東京市町村自治調査会『多摩地域ごみ実態調査（2003年度）』15頁より，筆者作成。
目指す方向性が打ち出された。2010年に，大連市政府は『大連市都市環境衛生管理条例』を公
布した。同条例は都市生活ごみの発生を減らし，ごみの収集，運搬と処理制度を強化し，実行す
ることを明確に提案した。法に基づき大連市の生活ごみの処理事業がスタートした。
2000年から，大連市は生活ごみの収集方法について，固定的なごみ箱収集から，ごみを袋に
入れるごみの袋済み化収集に変わっている。2003年から，大連市は都市生活ごみの定点定時
（収集場所を決め，定期的に収集すること）を実験的に行った。2004年に，その実験で得られた
経験を踏まえて，生活ごみの定点定時制度を全面的に展開した。また，実験的なごみ収集を実施
した。実験的なごみ収集とはごみ袋装化収集方法から埋めるタイプのごみ箱による収集方法に転
換した。それは，固定のごみ箱，ごみの箱とごみの部屋の収集方法を補助することであり，袋入
りのごみを整理し，運搬するモデルである。中には，埋めるタイプのごみ箱で収集したごみの量
は総収集量のおよそ93％を占めている。
ここ数年間，大連市は定点定時の収集を主要な方法とした。つまり，ごみの発生時間，数量，
場所などの具体的な情況に応じて，時間に分けごみを定期的に収集し，収集したごみをただちに
指定場所まで運搬する。密閉式のパッカー車にごみを積込んで運び出す。埋めるタイプごみ箱が
ばらばらになったごみを収集する方法を補佐とする。ごみ収集に携わる労働者はごみの指定場所
に来て，捨てられたごみを見つければ，直ちにそれを収集し，袋に積み込んで指定場所まで運ぶ。
生活ごみは定点定時の収集と運搬を実施することによって，本来のごみ袋装化収集の仕組みとご
み部屋などの施設を撤廃し，ごみの散り落ち度，露天のごみ野積量とごみ置きの時間を大幅に引
き下げた。ごみ袋装化収集と密封圧縮の運送に力を入れた。その結果，ごみの収集と運搬効率を
高めることができると同時に，生活ごみの定期的に収集できないで2次汚染の問題を解決するこ
ともできる。現在，大連市のごみ袋装化収集率は85％に達している。
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図3 大連市都市衛生管理事業の機構図
出所：『大連市都市環境衛生施設管理弁法』（1998年7月2日），『都市生活
ごみ管理弁法』（2007年4月28日，建設部令第157号）により作成。
大連市における都市生活ごみ収集のプロセスは図4のとおりである。ごみの発生源からごみス
テーションまでの距離が短いため，二次汚染がある程度避けられることが期待できる。ごみの処
理と運搬の方法は以下の3つである。
 訪問収集と袋入りごみの定点収集
大連市管轄下におかれる六区（中山区，西岡区，沙河口区，甘井子区，旅順口区，金州区）は
主にこの収集方法を採用している。
 ごみ箱の設置，収集
住民居住地，学校，企業と国家機関などは主にこの収集方法を採用している。
 開放式収集
主要な市街区域以外の地域，県級市と近郊地区は主にこの収集方法を採用している。
中心地域から約32キロメートル離れている金州区南西の海岸に位置しており，用地面積は0.8
万平方メートル，埋立面積は0.72万平方メートルである。2000年に，大連市は約3億元を投入
し，残り面積の埋立場を改造した。汚水排出及びメタンガス回収施設が増設され，機械設備の更
新も行なわれた。技術設計の埋立能力は1日当り1,800トンで，埋立総容量は515万立方メート
当り約2,500トンの固形廃棄物が処理されている。このうち，都市中心部の生活ごみは約1,400
トン，同区域生活ごみ総量のおよそ56％を占めている。新城区及び金石灘国家旅行度假区の生
活ごみは150トン，同区域生活ごみ総量のおよそ6％を占めている。他の地域ごみは他の地域生
活ごみ総量のおよそ38％を占めている（22）。
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大連市では都市生活ごみ処理方法は主に埋立方式に頼っている。現在，大連市には以下三つの
生活ごみ埋立場があり，毛 子生活ごみ埋立場，旅順小老虎溝生活ごみ簡易埋立場及び金州西海
生活ごみ簡易埋立場である。三つの生活ごみ埋立場は海岸に近いところに位置している。そのう
ち，毛 子埋立場と金州西海埋立場は，渤海湾畔にある臨海砂浜で建設されている。
毛 子ごみ埋立場は1983年に遼寧省環境保護庁から建設の許可を受け，6年間の建設を経て，
大連市唯一の総合ごみ処理場として，1989年から利用が開始された。毛 子ごみ埋立場は，市の
ル，埋立高度は35メートル，利用年限は7～32年間となる。現在，毛 子ごみ埋立場では1日
図4 大連市の生活ごみ処理のプロセス
出所：表4と同じ。
2009年に，大連市で東北地域最大級のごみ焼却発電所を建設しはじめた。このごみ焼却発電所
の用地面積は7.5万平方メートル，9億元を投入した。2012年に，政府と住民の注目を浴びるご
み焼却発電所は全面的に竣工・稼働をしている。現在，大連市生活ごみの最終処理はまだ埋立方
ていた。使用中の第3期工事もまもなく満杯になり，廃業されることになるが，しかも，新しく
完成した第4期の設計基準はまだ5年しか立っていない。
「ごみによる都市の包囲」を防止するために，新しく完成されたごみ焼却所での焼却方法はご
みの最終処理方式である。ごみの焼却はごみの減量化を実現することができるし，またごみ焼却
の熱量を利用して発電することもできる。ごみの埋め立をごみの焼却に変更するこの処理方法は
資源の二次利用を実現し，ごみ処理の資源化と無害化を実現することができるという。新しく完
成されたごみ焼却所の発電量は16,673万キロワット/時である。その上に毎年ごみ埋立処分場を
建てるのに必要とする用地の3万余り平方メートルを節約することができる。ごみ焚焼炉は先進
的な焼却炉技術を採用した。そのため，高温でごみを燃やし，ダイオキシン等の有害気体も高温
燃焼により有効に分解され，最後に無毒気体の排出を実現した。ごみ焼却処理のうち，80％のご
みは高温で処理することができる。残り20％のごみが燃えカスと粉末となる。粉末がセメント
の原料として使用され，そして燃えカスがれんがの材料になるため，最後にごみ処理はゼロ排出
とゼロ浪費を実現することができる。ごみ焼却炉では毎日1,500トンのごみを処理することがで
き，年間4.75万トンのごみを処理している。この処理量は大連市生活ごみ全体（建築ごみと一
部の工業ごみを除く）に相当する。完成したごみ焼却所は大連市都市ごみの汚染を緩和している。
ここ数年来，大連市は都市の生活ごみを処理するうえで，絶えず革新し発展を続けている。ま
た，ごみの処理を通じて多くの貴重な経験を獲得している。特に都市生活ごみ処理系統を研究す
るにあたって，大連市は大連市の特徴と発展の需要とを結び付け，大連市生活ごみ処理に合う系
統を積極的に研究している。
5．大連市生活ごみ処理制度の現状
2005年，全人代は『中華人民共和国固形廃棄物法』を公布，実施した。2007年，国務院は
『都市生活ごみ管理方法』を公布し，実施を開始した。これらの法規と管理方法は，中国におけ
る都市生活ごみの定義，処理方法を詳しく定め，また同時に各地方政府と衛生環境部門はその都
市の状況を踏まえて，各地の都市生活ごみ処理方法および地方性法規，規則を制定することもあ
る。
例えば，2010年に，都市環境を保護するため，大連市環境衛生環境局は『大連市都市の環境
衛生の審査試行制度』（以下，「大連環衛試行制度」と略する）と『大連市都市環境衛生サービス
基準』を定めた。「大連環衛試行制度」によれば，大連市の都市生活ごみを処理するにあたって，
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式を中心に行なわれている，しかし，毛 子ごみ埋立場の第1期と第2期工事はすでに満杯になっ
家庭ごみについて清掃運搬の量に応じて，一部有料化とし，その日に発生したごみをその日に除
去することを求めるようになった。そして，環境衛生の専用車を増やし，ごみ処理に従事する衛
生環境の労働者を増やすことを定めた。・十二・五・計画期間中に，大連市は生活ごみの分別収集
を実施し，生活ごみの混合収集の問題を解決し，都市生活ごみの減量化，無害化と資源化の目標
を目指した。
ここ数年来，大連市は都市生活ごみ処理費を徴収し始めた。その徴収の範囲と対象企業は国家
機関，企業，社会団体，個人経営者と都市の住民を含まれる。徴収される手数料は生活ごみの収
集・運搬，施設の建設や，メンテナンス及び運営に必要と費用に充てられた。ごみ処理の有料化
によって，大連市は毎年9,000万元の財政収入の増加を期待できるという。これらの方法は都市
生活ごみの処理のレベルを高めることができ，都市の生態環境を改善し，大連市の持続可能な経
済発展を促進することができると思われる。
第5節 大連市ごみ処理の問題点
1．ごみ処理の過程で環境に与える影響
大連市のごみ処理の過程において環境に大きな影響を与えているという問題がみられる。都市
生活ごみの中には毒を含んでいる物もあり，都市ごみ処理の段階で毒成分を含んだごみは空気，
水，土などの資源を汚染する恐れがある。これは大連市の環境を破壊するだけでなく，市民の健
康にも脅威をもたらす。いま，大連市の都市生活ごみの発生量は驚くほど増大している。また，
大連市における都市生活ごみの処理能力が低く，ごみの無害化も到底国家基準に達していないの
が現状である。都市ごみの処理における問題点を以下の2つに要約することができる。
 生活ごみの収集や運搬と環境への影響
都市生活ごみの収集と運搬は生活ごみ処理の基本である。図4に示されるように，まず，市民
は生活ごみを市が指定した場所へと持って行く。次に清掃員がごみの指定収集地点でごみを清掃
し，収集することになる。また，収集した生活ごみを回収車に載せ，指定したところに運搬しな
ければならない。最後に，環境保護員の手によって生活ごみを分類するか，またそのまま近くの
ごみ処理場に運送する。これらの処理過程において管理ミスや運搬ミスがあれば，市民の生活区
域や都市環境に大きな被害をもたらしかねない。
もう一つは環境汚染の問題である。それはいま大連市がその日に出たごみの量しか処理できな
い事である。そのため，その日に処理できないごみが大量に放置されている。さらに，定期的に
清掃する人もいない。都市ごみ収集や運搬についてまず解決する必要がある。
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 処理過程における問題
大連には正規のごみ処理場が3か所しかないことである。都市生活ごみを大量に郊外に運搬さ
れ，簡単な方法で処理されるが，その処理にあたって環境への保護措置を行われていないことに
問題がみられる。都市生活ごみを郊外に運搬することにより，ごみを確かに都市から遠ざけるこ
とに成功したが，その分郊外や小さい村の環境に深刻なダメージを負わせことになりかねない。
2．都市生活ごみ管理の問題
 処理施設の投資資金の不足
以上の問題があるほかに，資金投入が不足したため，環境衛生施設の建設計画を制定すること
ができない。しかも，資金投入の継続性がないので，ごみ収集と運搬に必要な道具と施設建設が
立ち遅れ，処理設備が不足している。そらに，ごみの収集と中継輸送の施設を建設する時，建設
用地にも問題があり，建設用地が足りないとの問題もある。
この数年間，大連市は生活ごみの処理問題を重視し，ごみ処理関連投資も過去より多くなって
いるが，それでも資金不足の問題をまだ解決していない。都市生活ごみの処理は資金を費やすプ
ロジェクトである。また，ごみの処理が都市の公益事業として，資金源は主に各級政府の財政予
算に頼るものであり，政府の財政に大きい圧力をかけている。これに対して政府は毎年財政収入
の大部分を都市のごみ処理に投入することができない。その結果，都市生活ごみの処理過程にお
いて資金不足の問題は生じ，緊迫している。同時に，資金が不足しているため，ごみ収集と運搬
または処理施設が更新できない。
 分別収集の難しさ
他方，大連市の生活ごみの発生速度が速く，発生の量が多くなっている。また，分別収集との
政策が打ち出されたが，その推進力が足りない。そのため，ごみ減量化の効果が低い。特に生活
ごみの中に大量の台所から出た生ごみが混じっているため，ごみの収集，運搬，処理の難易度を
大きく増やした。結局ごみの混合収集が行われ，ごみの処理の無害化，減量化，資源化という目
標の達成を困難にしている。
これまでの長い間にわたり，大連市の都市生活ごみの収集は混合収集である。この収集方式の
デメリットは以下のとおりである。
① 混合ごみの中にまだ使えるし，直接リサイクルができる物質も含まれている。直接に処理
すれば，資源が浪費になるだけでなく，ごみの処理コストが大きく増大することになる。ま
たもしごみを処理する時に，再分別すれば，ごみの処理サイクルコストが増え，処理時間と
処理コストも増大し，ごみの処理効率を引き下げることになりかねない。
② 混合ごみの中に有毒有害の廃棄物が含まれるので，無害化処理の難易度を増やしただけで
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はなく，不適切な処理を行う場合，これらの廃棄物が相互に反応しあい，汚染物になりやす
い。ごみはまた資源とも呼ばれる。ごみを完全に総合的に処理し，回収再利用することがで
きるならば，汚染を減らし，資源を節約することができることである。これは中国の持続発
展可能な国家政策と一致する。
例えば，1トンの古紙を回収した後，850キロの新しい紙を製造することが出来る。これによ
り，300キロの木材を節約し，汚染を74％減らせることができる。また，1トンのプラスチック
の飲み物ボトルを回収すれば，0.7トンの二級原料を得られる。さらに1トンの鋼材の廃材を回
収すれば，0.9トン新鋼材を製造することができる。鉱石精錬によりコストが47％節約されるな
らば，75％の大気汚染を減らすことが出来るだけでなく，97％の水の汚染と固体廃棄物を減らす
ことができるという（23）。中国の経済が急速に発展した結果，ごみの中に回収再利用の資源が急速
に増えた。現在再利用可能なごみが20％に達しているので，ごみの分別収集と資源のリサイク
ルをしなければならない。
大連市の建設部門が都市生活ごみの分別収集のモデルケースを設立したにもかかわらず，実際
その効果がまだ表れていない。ごみの分別収集が実施されていないところも多い。例えば，大連
市政府は多くの住宅区にごみの分別収集箱を設置したが，その利用について市民への宣伝と教育
が徹底されていないため，ごみ分別に対する住民の意識は変わっておらず，その積極性も足りな
い。そのため，ごみを勝手に捨てる現象が依然として存在している。政府は都市のごみを分別収
集するが，ごみを有効に分別することができない。
 最終処理技術の遅れ
大連市に生活ごみ埋め立て場が3か所しかない。しかも生活ごみの処理は未だに埋め立て方式
がメインである。3か所の生活埋め立て場がいずれも海に近いところで建設され，処理能力も低
く，政府が定めた生活ごみ処理技術の標準を満たしていない。市街区域の四区，旅順口区，金州
採用し，ごみを処理している。そして，これらの県クラス市はごみの処理に対する管理が甘い。
生活ごみの量が絶えず増えるにつれて，環境に対する生活ごみの影響が大きくクローズアップさ
れている。他方，大連市のごみ処理技術が立ち遅れ，処理施設も古い。このままでは，大連市の
ごみ処理問題をなかなか改善することができない。
 管理体制と関連法律の不備
『固体廃棄物環境汚染防止法』『大連市環境衛生管理条例』等の法規が制定，公表されたものの，
これらの法規に相応する実施細則がまだ定められておらず，法律に沿って管理することが難しい。
さらなる法律体制の改善が必要である。
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区と新城区を除く普 店市，瓦房店市，庄河市，長海県などの地域はまだ簡単な埋め立て方式を
現在，中国では都市生活ごみに関する法規が整備されていない。公布された『固形廃棄物環境
汚染対策法』，『都市生活ごみ処理および汚染対策の政策』等の法規は都市生活ごみの汚染問題に
対処する重要な規定ではあるが，これらの法規はいずれも基本的な法規であり，実施細則と具体
的な規則制度が不足している。したがって，法に基づき実行することが難しい。例えば，『固形
廃棄物環境汚染対策法』の第42条で，「都市の生活ごみを徐々に分類し，収集，運搬し，処理す
る」ことを規定した。『都市環境衛生の管理条例』と『都市生活ごみ管理方法』の中でも，都市
生活ごみの分類について規定した。しかし，具体的にごみの分類方法，条例の実施方法等につい
て何も定められていない。
中国の土地が広くて，地域によって，生活ごみの成分が大きく異なっている。そのため，各地
の現状を踏まえて，地方性法規を制定する必要がある。大連市は大連現地の事情を踏まえて，独
自の地方制度と政策を制定した。これらの地方性政策を通じて，国家の法律，行政法規を実施す
ることを保障したいものである。
都市生活ごみの処理産業は環境保護産業の一部分であり，積極的な環境保護と社会的効果があ
る。しかし，中国ではごみに関する立法がまだ遅れている。特に，投資家をいかに励ますかの政
策がないことにも問題がある。他方，都市生活ごみの処理産業は単に料金の徴収を重視する傾向
がある。大連では，都市生活ごみ処理について地方法規や政策を公布したものの，その実施が難
しい。厳格に監督し管理する能力が足りないからである。さらに，ごみの埋立，堆肥，焼却等の
技術標準がまだ定められていない。ごみ処理の中で，政府，企業と住民の役割分担についても不
確実なところが多い。
現在，都市建設部門のごみ収集，運搬，処理の仕事はすべて，政府監視の下で行われる。都市
建設部門の仕事については政府の監視，管理しか受けられていない。政府の環境衛生部門は監督
管理機構であると同時に法律の執行部門である。政府の衛生環境部門が自分で自分を監督するな
らば，有効な監督と競争の体制を形成することができない。このこともごみ処理事業の発展を妨
げている。
第六節 研究の結語
以上の研究を通じて以下のことを解明した。
第一に，都市生活ごみは一般的にみられる廃棄物であり，重要な研究の価値を持っている。そ
の研究分野が多方面に及んでいる。例えば，都市生活ごみの定義，概念分類などどれ一つをとっ
てみても，先進諸国と比べて中国の研究はまだ遅れているのが現状である。特に分別処理と焼却
処理において日本に学ぶ必要がある。分別処理と焼却処理について大連市はすでに始めたものの，
まだ多くの問題を抱えている。これらの問題を解決するために，日本の経験を大いに吸収する必
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要がある。
第二に，都市生活ごみの増加は都市化と工業化と密接な関係を持っている。中国の実情をみれ
ば，経済発展が進む地域ほど都市生活ごみの問題が突出している。したがって，経済発展のレベ
ルに応じて経済発展が速い地域はこの問題を重視し，解決に力を入れる必要があろう。
第三に，都市生活ごみの問題は中国にとってすでに解決を迫られる重要な課題になっている。
例えば，近年中国を悩ます大気汚染の問題にも生活ごみの影響がみられる。
2014年3月12日に閉幕した全国政治協商会議でも大気汚染の問題が最も関心を集めるテーマ
と議論したことは何よりもの証拠である。大気汚染，中でも特に微粒子状物質（PM2.5）の問
題は単に都市住民の生活に多くの問題をもたらしただけでなく，日照を遮り，農産物の生育を阻
むことなど新たな問題を浮き彫りにした（24）。中国政府は石炭ボイラーの大量廃棄など断固とした
対応を約束した。大気汚染は中国最大の穀物生産地である黒龍江省，吉林省，遼寧省の東北3省
でも急速に深刻化しており，国内総生産（GDP）の約1割を占める農家への影響が懸念されて
いる。また「北京の大気汚染指数は人類の居住に適されない」。上海社会科学院はこう指摘し，
世界40都市の総合力ランキングで北京を39位につけた。PM2.5の発生要因のうち，生活ごみ
の問題がある。前述でも指摘したとおり，大連生活ごみのうち，石炭の燃えカスなど無機物質の
比率が特に高い。大気汚染問題を解決するにあたって，都市生活ごみの問題を解決しなければな
らない。
中国はすでに問題の重大性を認識しており，今後問題の解決に取り組み，経済発展と同時に経
済発展に伴う諸問題の解決を図る必要があろう。
（1） 張紀南は城西国際大学准教授である。
（2） ボールディング『来たるべき宇宙船地球号の経済学』1966年。
（3） 立命館アジア太平洋大学院塚田俊三「BOT/PPPのコンセプトとその変遷」，2012年。
（4） ジェトロ海外調査部『米国の環境に対する市民意識と環境関連政策』2012年。
（5） 同上。また日本の米国視察報告にもよるものが多い。
（6） 本稿に関する研究は「中国国家社会科学基金」（課題番号：11BZZ043），科学研究費補助金（課題
番号：23530351）などの助成を受けて実施されたものである。
（7） 尹秀麗「中国の生活ごみ処理の現状とごみ処理有料化政策 遼寧省大連市を事例に」『一橋社会
科学』第4号，2008年6月。
（8） 中国では，廃棄物行政として国家発展改革委員会，国家環境保護総局，建設部の3つの部門は廃棄
物の処理にかかわっているという。
（10） 中国の都市をその規模，発展水準，人口などに応じて，一線都市（一線都市の中にも準一線都市あ
る），二線都市（二線都市の中にも二線強都市，二線中都市，二線弱都市，準二線都市がある），三線
都市などに分類している。一線都市には中国政治文化の中心である北京と経済の中心である上海のほ
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注
（9） 中国の先行研究は主に李敏『中国生活拉 処理研究現状及発展趨勢』で書かれたものを参考にして
いる。
かに広洲と深がある。二線都市には南京，西安，武漢，成都の区域センター都市，重慶（直轄市），
杭州（副省級都市），青島，大連，寧波（計画単列都市）などを二線強都市とし，済南，長春，鄭洲
などを二線中都市とする都市がある。
（11） 中国では有害廃棄物を「危険廃棄物」という。
（12） 1995年に制定。1996年に施行。中国では「固体法」とも呼ばれる。
（13） 都市生活ごみの無害処理率とは2010年に行った生活ごみの無害率処理量と生活ごみの発生量間の
比率を指す。統計上，生活ごみの発生量の統計が難しいため，運送量をもって統計している。計算式
は生活ごみの無害処理率＝生活ごみの無害処理量／生活ごみの発生量×100％。
（14） 数値はいずれも中国環境保護総局『中国環境統計年鑑 2011年』による。
（15） 数値はいずれも国家環境保護総局『中国環境統計年鑑 2012年』によるものである。
（16） 国家環境保護総局『中国環境統計年鑑 2012年』による。
（17） 国務院公布「・十二五・全国城鎮生活ごみの無害化処理施設建設計画」2012年4月19日。
（18） 大連環境保護局『都市生活ごみ年発生量 20052010年』の公報による。
（19）『大連晩報』2011年5月10日。
（20） 日本『廃棄物処理及び清掃に関する法律』（1970年12月25日）。
（21）『大連市都市環境衛生施設管理弁法』（1998年7月2日）。
（22） 尹秀麗『一橋社会科学』第4号，168頁。
（23） 数値は大連市改革発展と改革委員会・大連市都市建設委員会等『大連市 ・十一五・都市生活ごみ無
害化処理施設建設規劃（20062010年）』2005年6月による。
（24）『日本経済新聞』2014年3月13日。
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